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別記様式第２号－２　組織運営評価シート

＜組織運営の健全性に関する指標＞

№ 項目
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4

経営幹部への民
間企業等出身者
の登用

民間の経営ノウハウ活
用による組織の活性化
や自立的経営の促進を
図る観点から，役員に
業務に精通した民間企
業等出身者を登用（採
用）・配置している
か。

①登用していない。

0

②登用している。

3

実効性を持った
監事監査の実施

公認会計士・税理士
が会計・経理業務に
関与しているか。

①公認会計士・税理士の関与はない。

2
②③以外に公認会計士・税理士の関与を得ている。
（定期的に指導を受けている）

③公認会計士・税理士が監事（監査役）に就任し監事
（監査役）監査を実施，または監査法人による監査を
実施している。

2

②１～２点

③３～４点

④５点以上

○コンプライアンスに関する規程を整備している。（２点）

○コンプライアンスに関する規程を今年度中に整備する予定
（１点）

○マニュアル等を作成し，職員に配布する等周知を図ってい
る。（1点）

○職員に対する啓発等研修の場を設定している。（１点）

○業務監査体制を強化する体制整備や取組を行っている。
（１点）

○内部統制に関する取組を行っている（1点）

退職手当規程

施設等の管理規程

2

コンプライアン
スの確保
（経営への取
組・内部統制）

コンプライアンスに
関する取組を行って
いるか。

①合計０点。またはコンプライアンス違反事例があっ
た。

○BCP（業務継続計画）を作成している。（1点）

○公益通報者保護法に基づく公益通報制度を設けている。
（１点）

○その他，コンプライアンス経営を充実するための取組みを
行っている。（取組内容：職員との個別面談を実施している
）（１点）

給与規程

３　宮城県土地開発公社

評価内容 評価

1

 組織統制に関す
る規程等の整備

業務規程等が整備さ
れ，内部牽制が図ら
れているか。

①８項目未満整備

1

②８項目以上整備

就業規則（無期転換ルールの対応含む）

役員報酬規程

職務分掌規程

会計規程

契約規程

決裁規程



№ 項目 評価内容 評価
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8

県（主務課）の所見
参考
指標

　引き続き公認会計士が監事に就任し，監査を実施
しているほか，コンプライアンス確保のための職員
個別面談を実施するなど経営の健全化を図っている
ことは評価できる。
　また，令和３年度には内部人材を管理職に登用し
ていることから，これまでの人材育成による成果で
あると評価できる。今後についても将来を見据えた
内部人材の育成を図ることを期待する。

A

合計（10点満点）

団体による自己評価
（概況，上記指標以外の取組実績，

今後の課題・対策等）

　引き続き，監事に公認会計士を選任し，監査体制の強
化を図っている。
　「職員の職務に関する倫理の保持について」を作成，
配布し，コンプライアンスの強化に努めている。
　組織体制では，プロパー職員に関し，今後，更なる管
理職への登用や新規職員の採用について検討する必要が
ある。

6

事業内容・財務
情報等のホーム
ページ公表

ホームページにおけ
る情報公開は，どの
ような状況にある
か。

①ホームページで公開していない。

収支予算書(収支計画）

事業（営業）報告書

収支計算書

貸借対照表

損益計算書（正味財産増減計算書）

キャッシュフロー計算書（作成している場合）

役員の報酬・退職金に関する規定

2

②下記のうち，６項目未満（会社法法人・その他の法
人は４項目未満）を公開している。

③下記のうち，６項目以上（会社法法人・その他の法
人は４項目以上）を公開している。

定款(寄附行為）

役員等名簿

事業計画書

財産目録

5

人材育成，内部
登用の拡大，独
自の人材確保の
取組

職員の人材育成，プ
ロパー職員の内部登
用，または独自の人
材確保（プロパー職
員等の採用による県
派遣職員との入れ替
え）が図られている
か。

①人材育成の取組を行っていない。また，内部登用や
独自の人材確保も行っていない。

1

 ②人材育成の取組を行っているほか，内部登用や独
自の人材育成を行っている。

＜参考指標＞
合計点が

8～10点の場合：Ａ（概ね良好）

5～ 7点の場合：Ｂ（改善の余地あり）

2～ 4点の場合：Ｃ（改善措置が必要）

0～ 1点の場合：Ｄ（大いに改善措置が必要）



別記様式第２号－３　財務評価シート

＜財務の健全性に関する指標＞

№ 項目

①収支相償の基準を満たしていない。
または，3期の当期正味財産増減額に
おける減少額の平均が，正味財産合計
額（指定＋一般）の10%以上

0

②3期連続で一般正味財産増減額がマ
イナスだが，3期の当期正味財産増減
額における減少額の平均が,正味財産
合計額（指定＋一般）の10%未満

1

③収支相償の基準を満たしており，一
般正味財産増減額が3期連続マイナス
でない。

2

④収支相償の基準を満たしており，一
般正味財産増減額が当期プラス

3

⑤収支相償の基準を満たしており，直
近の一般正味財産増減額が２期連続プ
ラス

4

①3期連続減少又は赤字 0

②当期を含め1期又は2期減少又は赤字 1

③当期のみ増加又は黒字 2

④当期を含め2期連続増加又は黒字 3

⑤3期連続増加又は黒字 4

①正味財産比率が30％未満 0

②正味財産比率が30％以上 2

①自己資本比率が30%未満 0

②自己資本比率が30％以上 2

①下記以外 0

②当期100％以上 1

3

短期的支払能力の
適正性【流動比
率】

流動比率は適正を維持している
か。
［流動比率(%)＝流動資産÷流動
負債×100］

1

2

（公益法人会計）
正味財産比率の状
況

財政基盤は安定しているか。
[正味財産比率(%)＝正味財産合
計÷資産合計（総資産）×100]

2
（企業会計）
自己資本比率の状
況

財政基盤は安定しているか。
自己資本比率(%)＝純資産合計
（株主資本）÷資産合計（総資
産）×100]

３　宮城県土地開発公社

評価内容 評価

1

（公益法人）
正味財産増減額と
収支相償の状況

正味財産が減少している場合で
も法人の継続に支障がない状態
を保っているか。

収支相償を満たしているか。

（公益法人以外）
一般正味財産増減
額／経常損益の状
況

一般正味財産は連続で減少して
いないか。
経常損益は連続で赤字を計上し
ていないか。

2



№ 項目 評価内容 評価

①対前期増加幅が2期連続2%以上 0

②①又は③以外 1

③対前期減少幅が2期連続2%以上，又
は当期補助金等なし

2

①下記以外 0

②当期≦前期，又は当期≦前々期 1

③当期≦前期≦前々期，又は当期借入
金なし

2

①累積あり 0

②累積なし 2

10

参考
指標

B

合計（13点満点）

団体による自己評価
（概況，今後の課題・対策等）

県（主務課）の所見

　土地造成事業で約8億6,000万円の売却収益を，公有地取
得事業で約4億1,000万円の収益を，また，土地の賃貸によ
り，約6,200万円の収益を得ることができ，昨年度約5,000
万円の赤字になった当期利益が約6,000万円の黒字になっ
た。
　今後は，引き続き造成地の売却促進やあっせん等事業の
確保などにより，収益性を高め経営基盤の強化に努める。

　令和２年度については，保有土地の処分が順調に進
んだことから約6,000万円の当期純利益を確保でき
た。令和元年度は保有土地の処分が進まず赤字であっ
たことを踏まえると，黒字に転換できたことは評価で
きる。
　令和３年度についても，保有土地の処分が進んでい
ることから，財務の健全性は増すものと期待される。
今後についても，引き続き収益性を高め，保有土地の
処分が進むことにより，財務の健全性が増すことを期
待する。

5

借入金の抑制
【借入金依存度】

借入金依存度は抑制されている
か。（３期比較）
[借入金依存度(%)＝（長期借入
金＋短期借入金）÷資産合計
（総資産）×100] 2

6

累積剰余金（欠損
金）の状況

累積欠損金を計上していない
か。

2

4

補助金等依存の抑
制

総収入に対する補助金等割合は
抑制基調にあるか。
[補助金等割合＝補助金等合計÷
総収入×100]

1

＜参考指標＞
合計点が

11～13点の場合：Ａ（概ね良好）

7～10点の場合：Ｂ（改善の余地あり）

3～ 6点の場合：Ｃ（改善措置が必要）

0～ 2点の場合：Ｄ（大いに改善措置が必要）


